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序序序序                    文文文文 

 

独立行政法人国際協力機構は、ラオス人民民主共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、

平成 22 年 11 月より技術協力「南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農業振興プロジェクト」を実施

しています。 

今般、本プロジェクトの協力期間終了を約 6 カ月後に控え、協力期間中の活動実績などについ

てラオス人民民主共和国側と合同で総合的な評価を行うとともに、今後の対応策などを協議する

ため、平成 27 年 6 月 1 日から 6 月 19 日まで、当機構島崎和夫を団長とする終了時評価調査団を

現地に派遣し、プロジェクト活動の評価を行いました。 

本報告書は、同調査団によるラオス人民民主共和国政府関係者との協議及びレビュー結果など

を取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを

願うものです。 

最後に、本調査にご協力いただいた両国の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表すととも

に、今後の更なるご支援をお願い申し上げます。 

 

平成 27 年 6 月 

 

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中北中北中北中    真人真人真人真人 
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農民施工による圃場内水路 
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水利組合、農家生産グループ聞き取り状況 

（Xaibouly 郡 Tonhen 地区） 

改修前の現況の幹線水路 

（Xaibouly 郡 Tonhen 地区） 

改修後の幹線水路 

（Xaibouly 郡 Tonhen 地区） 

 

郡の営農担当職員への聞き取り 
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郡の灌漑担当職員への聞き取り 
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地理名称 

略 語 正式名 日本語 

VTE Vientiane Capital ヴィエンチャン特別市 

SVK Savannakhet Province サバナケット県（プロジェクト対象地） 

CMP Champhone District チャンボン郡 

KKN Kengkok Neua ゲンコックヌア（地区） 

PTDN Phonthone-Dong Gneng ポントーン・ドンニェン（地区） 

HB Gnot Huai Bak ホワイバック（地区） 

XBL Xaibouly District サイプリ郡 

TH Tonhen トンヘン（地区） 

SSD Somsa-ad ソムサアード（地区） 

 

一般用語 

略 語 正式名 日本語 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

DAEC Department of Agriculture Extension and 

Cooperative 

農業普及・協同組合局 

DAFO District Agriculture and Forestry Office 郡農林局事務所 

DOI Department of Irrigation 灌漑局 

IDF Irrigation Development Fund 灌漑開発基金 

IFAD International Fund for Agricutural 

Development 

国際農業開発基金 

IMT Irrigation Management Transfer 灌漑施設管理移転 

JCC Joint Coordinating Committee (Meeting) 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

MAF Ministry of Agriculture and Forestry 農林省 

O&M Operation of Maintenance (Section) 運営管理 

PAFO Provincial Agriculture and Forestry Office 県農林局事務所 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PIAD Participatory Irrigated Agriculture 

Development Project 

南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農業

振興プロジェクト 

PIM Participatory Irrigation Management 参加型水管理 

PMU Project Management Unit (Meeting) プロジェクト・マネジメント・ユニット 

PO Plan of Operations 活動計画 

TSC Tasano Research & Seed Multiplication Center タサノ作物研究及び種子増殖センター 

WUA Water Users Association 水利組合 

WUG Water Users Group 水利グループ  
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評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 案件名：南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農業振興プ

ロジェクト 

分野：農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部第一グループ 協力金額（評価時点）：3 億 7,700 円 

協力期間 R/D：2010 年 11 月～2015 年

11 月（5 年間） 

先方関係機関：農林省灌漑局（DOI）、Savannakhet 県農

林局事務所（PAFO）、郡農林局事務所（DAFO）など 

 日本側協力機関：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

農林省（Ministry of Agriculture and Forestry：MAF）灌漑局（Department of Irrigation：DOI）は

灌漑施設の操作管理を含む運営管理に関する権利と義務を水利組合（Water Users Association：

WUA）/水利グループ（Water Users Group：WUG）（農民で構成された水管理グループ）に移譲･

移管する「灌漑施設管理移転（Irrigation Management Transfer：IMT）施策」を推進してきた。し

かし、ラオス政府は WUA/WUG に技術的指導を行わなかったため、不効率な水配分、不適切な

施設維持管理と改修など、さまざまな運営管理上の問題が発生した。ラオス政府は灌漑農業戦

略（2011～2020 年）により現行の伝統的農業形態から商業ベースの農業への移行を目標に掲げ、

WUA/WUG が施設利用に係る水料金を徴収できるようにした。しかしながら、同戦略において

も①政府による市場情報の提供、②県農林局事務所（Provincial Agriculture and Forestry Office：

PAFO）郡農林局事務所（District Agriculture and Forestry Office：DAFO）の市場志向の農業に係

る普及能力、③WUA/WUG の末端水路管理に係る技術能力など、④水料金の徴収システムなど

について課題が生じている。 

Savannakhet 県をはじめとする南部メコン川沿いの地域は農業に適した地域であり、立地的に

市場の潜在性は高く、WUA/WUG の理想的な形態を確立するための高いポテンシャルがある。

これら背景に基づき、JICA 技術協力プロジェクト「南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農業振興

プロジェクト（Participatory Irrigated Agriculture Development Project：PIAD）」（以下、本プロジェ

クト）は、①参加型による幹線水路と末端水路の整備、水管理グループへの指導、②Savannakhet

県のモデルサイトにおける商品作物振興のための営農の改善などを通じ、県と郡の農林事務所

職員の能力向上と農民組織の強化などを図ることを目的とし、2010 年 11 月から 5 年間の予定で

開始された。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

南部メコン川沿岸地域の他の灌漑地域において参加型水管理（Participatory Irrigation 

Management：PIM）による灌漑農業開発が促進される。 

 

（2）プロジェクト目標 

サバナケット県において参加型水管理による灌漑農業開発のための政府職員、農家組織

の能力が強化される。 
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（3）成果 

1）モデルサイトの参加型水管理による灌漑農業振興のための組織がサバナケット県事務

所と郡事務所で適切に機能する。 

2）モデルサイトにおける主要幹線水路や二次幹線水路が更新または改修され、末端水路

の建設がなされ、PAFO/DAFO、村役場の協力とともに農家組織によって適切に維持管理

される。 

3）モデルサイトにおける農家組織化及び水路整備の進捗に応じ、モデル農家が市場のニ

ーズに基づいたコメを含む商品作物の量と選択肢を広げることができる。 

4）モデルサイトにおいて参加型灌漑農業のための農家組織の運営管理能力が強化される。 

5）プロジェクト活動を通じて取りまとめられた参加型灌漑農業ガイドラインが県内外に

周知される。 

 

（4）投入 

日本側： 

総投入額 3 億 7,700 万円（評価時点の実績額、2010～2014 年度） 

専門家派遣 長期 6 名、短期 14 名（調査時点） 機材供与 約 3,000 万円 

ローカルコスト負担 約 1 億円 

研修員受入 本邦研修 44 名 

相手国側： 

カウンターパート配置 50 名（管理要員 4 名を含む） 

首都及び対象県においてオフィス・会議室などの提供 

ローカルコスト負担：54 億 2,900 万 Kip 

 

２．評価調査団の概要 

 調査者 日本側 

担 当 氏 名 職位・所属 

団長/総括 島崎 和夫 JICA 農村開発部 技術審議役 

灌漑管理 吉田 正秀 農林水産省農村振興局 

協力企画 今井 裕明 JICA 農村開発部第一グループ第一チーム 

評価分析 寺尾 豊光 水産エンジニアリング株式会社 

ラオス側 

氏 名 職位・所属 

Mr.Chanthaneth SIMAHANO 農林省計画協力局副局長（総括） 

Mr. Pasonexay INSISIENGMAY 農林省灌漑局計画協力局課長代理 

Mr. Sisavanh CHANTHAVONGSA サバナケット県農林局灌漑課副課長 

Mr. Somekhit KAOYAHOUANG 計画投資省国際協力局上級職員 

Mr. Vongsavanh VONGKAYSONE 農林省国際協力課副課長 

Mr. Leokham VILAYVANH 農林省農業普及・協同組合局計画協力課 
 

調査期間  2015 年 6 月 1 日〜2015 年 6 月 19 日 評価種類：終了時評価 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果 

成果 1：モデルサイトの参加型水管理による灌漑農業振興のための組織がサバナケット県

事務所と郡事務所で適切に機能する。 

指標：1-1 PAFO、DAFO、農家が対話し、灌漑と営農の問題点を把握し協議することがで

きる。 

1-2 DAFO が参加型工事と営農の計画、実施を調整したうえで提出された要請書の数 

成果 1 は達成された。タスクフォースチームが設置され、PAFO、DAFO、農家が対話

し、灌漑と営農の問題点を把握し協議することができるようになった。また、5 つのすべ

てのサイトを含む合計 8 件の参加型工事などの要請書が参加型工事と営農の計画、実施

を調整したうえで DAFO から PAFO へ提出された。 

 

成果 2：モデルサイトにおける主要幹線水路や二次幹線水路が更新または改修され、末端

水路の建設がなされ、PAFO/DAFO、村役場の協力とともに農家組織によって適

切に維持管理される。 

指標：2-1 PAFO 及び DAFO の職員が村役場と連携し農民参加型工事の調査、測量、設

計、費用積算、施工管理ができるようになる。 

2-2 可能な限り多くの農家が主要幹線水路、二次幹線水路の更新または改修、末端

水路の建設工事に企画から自発的に参加している。 

2-3 幹線水路及び末端水路の改修など参加型事業に関する PAFO、DAFO、村役場、

農家向けフィールドテストの合格者が 68 名になる。 

成果 2 はほぼ達成された。PAFO 及び DAFO の職員が村役場と連携し農民参加型工事の

調査、測量、設計、費用積算、施工管理ができるようになった。また、延べ 8,900 名の農

家が主要幹線水路、二次幹線水路の更新または改修、末端水路の建設工事に企画から自

発的に参加した。幹線水路及び末端水路の改修など参加型事業に関する PAFO、DAFO、

村役場、農家向けフィールドテストの合格者が 32 名になり、目標の 68 名に向け引き続

き研修などが行われる予定。 

 

成果 3：モデルサイトにおける農家組織化及び水路整備の進捗に応じ、モデル農家が市場

のニーズに基づいたコメを含む商品作物の量と選択肢を広げることができる。 

指標：3-1 土壌調査、営農類型調査、市場調査の結果を PAFO、DAFO が各自の業務に活

用するようになる。 

3-2 農産物市場のシステムを理解し、野菜などの農産物を円滑に販売するモデル農

家が 50 戸以上になる 。 

3-3 収益性の高い主要栽培品目が 5 種類

*1
）

から 10 種類になる。 

*1）プロジェクト開始以前にみられた収益性の高い主要栽培品目 5 種類：コメ、トウモロコシ、

トウガラシ、キュウリ、ピーナッツ 

成果 3 はプロジェクト終了までに達成予定。プロジェクト活動を通じて、土壌調査、

営農類型調査、市場調査の結果を PAFO、DAFO が各自の業務に活用した。また、農産物

市場のシステムを理解し、野菜などの農産物を円滑に販売するモデル農家が 43 戸に達し

た（目標 50 戸）。 収益性の高い主要栽培品目が 5 種類から 11 種類になった（目標 10 種）。 

 

成果 4：モデルサイトにおいて参加型灌漑農業のための農家組織の運営管理能力が強化さ

れる。 
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指標：4-1 農家組織の規約

*1
）

が全農家組織で改善される。 

4-2 運営管理ができる

*2
）

農家リーダーが 20 名以上となる。 

4-3 水利組合が灌漑開発基金（Irrigation Development Fund：IDF）の歳入と歳出を

適切にできる。 

*1）規約には組織図、TOR が含まれる規則書、会議記録が含まれる。 

*2）運営管理ができるリーダー：農家の課題や要望を取りまとめることができる。外部に課題

と要望を発信できるなど。 

成果 4 は達成された。農家組織の規約が全農家組織で改善された（管理体制の異なる

ホワイバック地区を除く）。運営管理ができる農家リーダーが 25 名に達し（目標 20 名）、

配水面積の拡大、水利費徴収率の向上など運営管理の改善が確認された。会計監査の実

施や収支報告の作成など、水利組合が灌漑開発基金の歳入と歳出を適切にできるように

なった。 

 

成果 5：プロジェクト活動を通じて取りまとめられた参加型灌漑農業ガイドラインが県内

外に周知される。 

指標：5-1 参加型灌漑農業ガイドライン案を理解する関係者が増える。 

5-2 ガイドラインが承認される。 

成果 5 はプロジェクト終了までに達成予定。参加型灌漑農業ガイドラインの策定プロ

セスを通じて、プロジェクトスタッフだけでなく、サバナケット県の他のスタッフ、農

林本省の灌漑局や、ラオス中部の穀倉地帯の 4 県に PIAD のガイドライン案が提示され、

理解が広がる予定。2015 年 7 月サバナケット県説明会、9 月 4 県ワークショップ、11 月

ガイドライン承認予定。 

 

（2）プロジェクト目標 

目標：サバナケット県において参加型水管理による灌漑農業開発のための政府職員、農家組

織の能力が強化される。 

1．参加型水管理による灌漑農業開発に必要な指導を農家組織に対してできる政府職員の組

織としての能力基準達成値の平均値がほぼ 8 割に達した（目標 8 割）。 

2．参加型水路維持管理が可能な水利組織がモデルサイトに 5 つ育成された。 

3．5 つのサイトに 29 のスタディグループが設立され、収益性の高い作物の生産を準備して

いる。残り期間で生産部会に移行するスタディグループが出る見通しである。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

2013 年灌漑法で参加型事業の必要性と灌漑施設の整備・維持管理における各政府機関の

役割が明示された。本プロジェクトは、灌漑施設整備の調査から運営管理までに係る PAFO

及び DAFO 職員の能力強化及び水利組織の運営管理支援能力を強化するものであり、開発

ニーズとの整合性が高い。 

 

（2）有効性：高い 

参加型による施設維持管理の実現が達成されているため、成果 3 や成果 5 など一部成果

が未達成であるが、有効性は高いといえる。参加型事業の実現には農家が協調した行動を

とることが必要で、そのため行った水利組織の強化がプロジェクトの有効性を高める大き
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な要因となった。 

 

（3）効率性：中程度 

営農の長期専門家の未配置やプロジェクト開始直後の洪水被害による事業の遅延があっ

たが、おおむね計画どおりの投入が行われた。その結果、延べ 8,900 名の農家が参加型事業

に参加するなど、投入に見合う成果につながった。 

 

（4）インパクト：中程度 

参加型灌漑施設管理は 2013 年灌漑法で求められており、またプロジェクト活動のガイド

ライン承認プロセスにおいてメコン川流域南部の他の 3 県へのガイドラインの紹介を行う

ことから、同 3 県が関心をもち、ガイドラインが広まることが期待される。また、既にモ

デルサイトの計 1,300ha の耕地の水管理が改善されていることから、農業生産の向上を通じ

た生計向上が見込まれる。 

 

（5）持続性：中程度と見込まれる。 

政策面：参加型事業は財政コストの削減につながり、政策的に支持され続ける。 

組織制度面：プロジェクトを通じて南部メコン川流域の他の 3 県への普及に資する「参加

型灌漑農業開発のためのガイドライン」が策定される予定。ただし、上記展開を実現す

るためには、DOI の調整を通じて、これら 3 県の関係機関の実施能力がラオス政府によ

り向上されることが必要。 

技術面：現行モデルサイトでの活動を事業終了後も継続することが技術的資産の維持のう

えで重要。 

財務面：国家食糧安全保障計画（2015～2025 年）の資金の活用が期待される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

労力提供など農家の負担を含む事業を行うには農家組織の役割が不可欠と判明した。プ

ロジェクト活動に含まれていた水利組合の組織強化はこの必要性によく合致していた。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

2013 年 2 月の中間レビュー調査に向けた合同ワークショップ及び 2013 年 11 月以降本格

化した水利組織の強化活動の実施を契機として、農家がコミットメントを強めたことが高

い程度の農家参加を可能にした。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

当初は「カスケード方式」により、専門家が PAFO 職員を、PAFO 職員は DAFO 職員を訓

練し、DAFO 職員が参加事業を実施する計画であったが、DAFO 職員のみでは農家の十分な

理解を得ることが困難であり、進捗の遅延につながった。プロジェクト後半段階では、PAFO

の協力を得たうえで、専門家による DAFO への直接支援を開始し、それ以降、プロジェク
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トの進捗が促進された。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

2011 年の大規模な洪水でモデルサイトの灌漑施設が被害を受け、本プロジェクトの投入

資源を一次水路及び二次水路などの緊急復旧に用いらざるを得なかったことが、事業の遅

延につながった。 

 

３－５ 結論 

これまでのプロジェクト活動はおおむね良好に達成され、農家の理解の下に参加型事業の導

入が行われた。水利組織は灌漑施設の維持管理に活発に取り組んでいる。実施期間の終了まで

に、プロジェクト目標は達成されると見込まれる。 

 

３－６ 提言 

（1）ラオス側提言 

1）4 県の PAFO 及び DAFO 職員への技術移転を確保するために、本プロジェクトは、終了

時までに少なくとも 1 回は、研修、セミナー、またはワークショップを実施すること。 

2）残りの期間中に PDM で計画されているとおり全活動の実施を完了すること。 

3）プロジェクトが終了したあとは、プロジェクト活動の維持と普及のために、ラオス政

府は援助機関からの支援を含み必要な予算措置を追及すること。 

 

（2）日本側提言 

1）ラオス側がプロジェクト終了後の他地域への普及を、現時点から準備開始すること。 

2）灌漑局が責任をもちガイドラインの期限内の策定を進め、実効性を確保すること。 

3）既に能力を要しているカウンターパートが活動を継続するため、PAFO が予算措置をと

ること。他地域の PAFO、DAFO に対して、プロジェクトカウンターパートの PAFO、DAFO

が知見を共有する能力を強化するため、プロジェクトが研修などを行うこと。DOI が、

他県の PAFO の理解を醸成し、他県が予算措置を講じるための支援を行うこと。 

 

３－７ 教訓 

（1）行政の普及組織が脆弱な状況においては、カスケード方式よりも行政と農家の接点に直

接働きかける方式の方がより有効であった。 

 

（2）技術移転においては、実施機関の実施能力を見誤らない事業デザインが重要である。 
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Summary of Terminal Evaluation 

 

I.    Outline of the Project 

Country: Lao People’s Democratic Republic Project title: Participatory Irrigated Agriculture 

Development Project in Southern Area along the Mekong 

River 

Issue/Sector: Agriculture Development Cooperation scheme: Technical cooperation 

Division in charge：Rural Development Dep. Total cost: 377 million Yen 

 

Period of 

Cooperation 

R/D: November 2010 to November 

2015 (5 years) 

 

Implementation Organization: DOI of MAF, PAFO
1
 and 

DAFO of Savannakhet Province 

Supporting Organization in Japan: None 

1. Background of the Project 
 

The Department of Irrigation (DOI), Ministry of Agriculture and Forestry (MAF) started to introduce 

Irrigation Management Transfer (IMT) policy which transfers both ownership of irrigation facilities and 

duties of their management to Farmer’s Organization’s such as Water Users Association (WUA) / Water 

Users Group (WUGs). However, because of the insufficient technical guidance to WUA/WUG by the 

government, various management problems happened in water distribution and facility maintenance. 

 

Although the Lao PDR Government developed “Irrigated Agriculture Sub-sector Strategy 2011-2020” 

aiming for transferring current traditional agriculture to commercialized one so as to enable WUA/WUG to 

collect enough water fee for sustainable use of the facilities, there are a lot of challenges to attain the 

objectives of this strategy. 

 

The Southern Areas along the Mekong River, especially Savannakhet province, has a great potential to 

realize ideal WUA/WUG because of its favorable farming condition as well as market potential based on 

its geographical location. Based on above background, JICA Technical cooperation project “Participatory 

Irrigated Agriculture Development Project in Southern Areas Along the Mekong River” (hereinafter 

referred to as “the Project”) was formulated aiming to develop capacity of both government officials and 

farmers on (1) Participatory Irrigation Management as well as (2) Improved farming practice for promoting 

commercialized agriculture including rice in model sites in Savannakhet province. 

 

2. Project Overview 

 

(1) Overall Goal 

Participatory Irrigated Agriculture approach is promoted at other irrigation areas in Southern Areas along 

the Mekong River. 

 

(2) Project Purpose 

Capacity of government officials and farmer’s organizations for participatory irrigated agriculture is 

strengthened in Savannakhet Province. 

 

(3) Outputs 

1) Implementation team for participatory irrigated agriculture development at the Savannakhet  

Provincial office and DAFO office in the model sites functions appropriately. 

2) Main, secondary canal systems are renovated or improved and on-farm canal system in the model sites 

are constructed and properly operated and maintained by the FOs in cooperation with PAFO/DAFO 

and Village officials. 

3) Corresponding to the progress of farmer organization and improvement of canals, quantity and 

selection options of commodity crops including rice is increased. 

4) Management capacity of Farmer's Organizations in the model sites is strengthened for participatory 

                                            
1
 PAFO: Provincial Agriculture and Forestry Office, DAFO: District Agriculture and Forestry Office 



 

viii 

irrigated agriculture. 

5) Guideline for participatory irrigated agriculture compiled through the project activities is publicly 

known inside and outside the province. 

 

(4) Inputs 

Japanese side: Total cost 377 million Yen (Accumulated disbursed amount as of March 2015) 

Expert: long-term 6 persons, short-term 14 persons in total    

Equipment: 30 million JPY 

Local cost: 100 million JPY 

Trainees received in Japan: 44 persons 

 

Lao PDR side: 

Counterpart: 50 persons  

Land and Facilities: Offices, meeting rooms and others  

Local Cost: 5,429 million Kip 

 

II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

 

Japanese Side 

Leader: Kazuo Shimazaki, Executive Technical Advisor to the Director General, Rural 

Development Dep., JICA 

Irrigation Management: Masahide Yoshida, Rural Development Bureau, Ministry of 

Agriculture, Forestry and Fisheries, Japan 

Planning Management: Hiroaki Imai, Deputy Assistant Director, Team 1, Group 1, Rural 

Development Dep., JICA 
Evaluation Analysis: Toyomitsu Terao, Fisheries Engineering Co., Ltd 

 

Laos Side 
Mr.Chanthaneth SIMAHANO, Team Leader, DDG of Planning and Cooperation Dep /MAF 

Mr. Pasonexay INSISIENGMAY, Acting Director of Planning and Cooperation Division/DOI 

Mr. Sisavanh CHANTHAVONGSA, Deputy Director of Irrigation Section/PAFO 

Mr. Somekhit KAOYAHOUANG, Senior Officer, DIC/MPI 

Mr. Vongsavanh VONGKAYSONE, DD of International Cooperation Division/MAF 

Mr. Leokham VILAYVANH, Planning and Cooperation Division/DAEC 

Period of 

Evaluation 
1 June 2015 to 19 June 2015 Type of Evaluation：Terminal evaluation 

III. Results of Evaluation 

1. Project Performance 

Output 1 Implementation team for participatory irrigated agriculture development at the 

Savannakhet Provincial office and DAFO office in the model sites functions appropriately 

Indicators  

1-1.PAFO/DAFO officials and farmers identify and discuss problems of irrigation and farming. 

1-2.Number of application form for participatory irrigation work submitted by DAFO based on 

coordinated plan and implementation of irrigation work and farming. 

 

The Output 1 has been achieved. 

The task force team that consists of the government organizations involved in the Project in Savannakhet 

Province (SVK) was set up. Through the framework, PAFO/DAFO officials and farmers became capable of 

identifying and discussing problems of irrigation and farming. Since the Mid-term Review in July 2013, 

eight (8) participatory irrigation applications have been submitted covering all project sites. For all of 

these, the application forms have been submitted through the farmers’ participatory process. 

 

Output 2 Main, secondary canal systems are renovated or improved and on-farm canal system in the 

model sites are constructed and properly operated and maintained by the FOs in cooperation with 

PAFO/DAFO and Village officials 

Indicators  

2-1.PAFO/DAFO officials conduct survey, design, expense estimation and construction control for 
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participatory construction works in cooperation with village office 

2-2.As many farmers participate voluntarily in construction works of main, secondary canal renovation 

or improvement and on-farm canal construction. 

2-3.The number of PAFO/DAFO, Village officer, and farmers who passed the field-test for on 

construction works of main, secondary canal renovation or improvement and on-farm canal 

construction is 68 persons. 

 

The Output 2 has been almost achieved. The PAFO/DAFO and village officials have been able to jointly 

conducted preliminary studies for participatory irrigation works, surveying, design, cost estimates and 

construction management. Until April 2015, a total of 8,908 persons (including 2,215 women) from the 

WUG/WUA in basis of person-day has engaged themselves in unpaid labour work and for renovation of 

the main and secondary canal and also for construction of new on-farm canals. The “field test” was 

conducted for the purpose of measuring understanding of the personnel involved in on the technical 

subjects of canal repairs, maintenance management and water management. And 32 people passed the test. 

The training for the remaining people will be continued, and a re-test is planned in order to achieve the 

target number 68. 

 

Output 3 Corresponding to the progress of farmer organization and improvement of canals, quantity 

and selection options of commodity crops including rice is increased 

Indicators  

3-1.PAFO/DAFO effectively use the results of soil survey, cropping pattern survey and market survey for 

their own works. 

3-2.Model farmers who understood market system and can sell their agriculture products smoothly 

reaches more than 50 farmers. 

3-3.The number of major highly profitable crops and vegetables increases from 5 kinds (*1) to 10 kinds. 

(*1) Present main highly profitable crops: rice, maize, chili, cucumber, and peanuts 

 

The Output 3 is expected to be achieved by the end of the Project. 

PAFO and DAFO utilized the result of the soil survey, the cropping pattern survey, and the market survey 

through the project implementation. The number of model farmers who understood market system and can 

sell their agriculture products smoothly reached 43 (target 50). The number of major highly profitable 

crops and vegetables increases from 5 kinds to 11 kinds. 

 

Output 4 Management capacity of Farmer's Organizations in the model sites is strengthened for 

participatory irrigated agriculture. 

Indicators  

4-1. Internal rules (*2) of farmer organizations are improved in the all organizations 

4-2. More than 20 of farmers' leaders can manage the FOs (*3). 

4-3. WUA/WUG collects & disburses Irrigation Development Fund（（（（IDF) appropriately 

(*2) The regulation includes an organization structure, rules and TORs and record of meeting 

(*3) Farmers' Leader's competency: (ex.) Able to compile issues and needs of farmers, to present those 

issues and needs to outside of the group 

 
The Output 4 has been achieved. 

All target WUG/WUAs amended the articles of association by themselves, which were approved by the 

general meetings in 2014 except Gnot Huai Bak which had been under the direct control of the 

government. The number of farmers' leaders who can manage the FOs reached 25 (target 20). The water 

charge collection rate has increased from about 50% to 90 %. The areas where farmers feel they receive 

sufficient water have expanded owning to better management of water distribution. The Project promoted 

introduction of the audit for WUG/WUAs. Four WUG/WUAs prepared the account report in 2014 fiscal 

year, and the accounting that includes cost and revenue was presented to the general meeting for approval. 

 

Output5 Guideline for participatory irrigated agriculture compiled through the project activities is 

publicly known inside and outside the province. 

Indicators  

5-1. The number of stakeholders who understood the draft of participatory irrigated agriculture 
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increases. 

5-2. The Guideline is approved by MAF. 

 

The Output 5 is expected to be achieved by the end of the Project. 
Through a process for its drafting, the Guideline will be circulated not only to the counterpart personnel but 

also to the provincial officers, DOI of the MAF, and the four provinces (Kammouane, Savannakhet, 

Salavan, and Champasak). Upcoming schedules are; late in July 2015: the introductory workshop in 

Savannakhet Province, September 2015: 4 provinces consultation, November 2015: MAF approval. 

 

2. Evaluation Results 
 

(1) Relevance: high 

The Irrigation Law in June 2013 clarified the role of WUA, DAFO, PAFO and DOI in each work through 

planning to operation and maintenance of the irrigation facilities. The Project contributes to the smooth 

implementation of the Irrigation Law by developing the process to materialize the participatory irrigation 

management through capacity development for the organizations involved. 

 

(2) Effectiveness: high 

The Project Purpose is expected to be achieved as Output 3 and 5, which require further progress, are to be 

achieved by the end of the Project. The effectiveness of the Project was increased because the Project 

focused on strengthening farmer’s organizations, which was the right strategy to encourage farmers to 

undertake coordinated and integrated works. 

 

(3) Efficiency: moderate 

Though some delay in the activities were observed due to lack of a long term expert for farming system 

and also to the huge flood damaged irrigation facilities in the model sites in 2011, most of the inputs have 

been done as planned. As a result, the Project has successfully attained farmer’s participation as much as 

totals 8,908 farmers in person-day basis under the planned inputs. 

 

(4) Impacts: moderate 

The importance of the Guideline is increasing as the participatory approach is required under the Irrigation 

Law. The Project will raise awareness and interest of the three other provinces in Southern Areas along the 

Mekong River through the guideline preparation process subject to further human resource development 

and allocation of the necessary budget by the Lao Government. 

 

(5) Sustainability: expected to be moderate 

Policy aspect: Since the participatory irrigation work needs much less cost, this approach is effective for 

promoting the maintenance work. In this point, the participatory approach can earn the continued support 

from the Lao Government. 

 

Institutional aspect: The Project is going to prepare the guideline for participatory irrigation management to 

be applied to 3 other provinces in Southern Areas along the Mekong River (Kammouane, Salavan, 

Champasak). However, the implementation capacity of the provincial and district government officials in 

these provinces should be raised by the government of Laos under coordination by DOI. 

 

Technical aspect: The continuation of the Project activities by PAFO/DAFO in the model sites after the 

Project can sustain the technical assets. The officers of PAFO/DAFO are aware of the necessity of such 

efforts of them. 

 

Financial aspect: The Savannakhet Province is assigned as one of the 10 priority provinces which the 

budget from National Food Security Program (2015 to 2025) is to be allocated. The budget can be used for 

procurement of material, which is the biggest cost for the current participatory approach. By utilizing the 

fund, financial sustainability is expected to a certain extent. 
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2. Factors that promoted materialization of effects 

 
(1) The WUG/WUA has played critical role in participatory work which requires farmers to provide their 

labor for free of charge. The Project was well designed to provide necessary trainings for the 

WUG/WUAs. 

(2) The Workshop for Mid-term Review of PIAD’s Activities was jointly held by all the WUG/WUAs in 

February 2013.The Project also started to focus on strengthening WUG/WUAs in November 2013. 

These two events gave the momentums. Afterwards, the Project successfully attained strong 

commitment by farmers in participating irrigation rehabilitation work. 

 

3. Factors that impeded materialization of effects 

 

(1) The initial project approach called “cascade approach” in which Japanese experts train trainers in 

PAFO, PAFO trainers train DAFO, and DAFO implement participatory scheme did not work well. 

DAFO could not successfully generate understanding of farmers. In the later phase of the Project, 

Japanese experts started to support DAFO directly in collaboration with PAFO. 

(2) Huge flood damaged irrigation facilities in the model sites in 2011 and the Project should spend their 

resources for urgent rehabilitation of the facilities, including main and secondary canals. This caused 

delay in the project implementation.  

 

4. Conclusion 

 

Almost all activities have been completed. Participatory Irrigated Agriculture approach was introduced and 

well understood by farmers. WUG/WUAs are actively participated in canal improvement. It is expected 

that the Project Purpose will be achieved by the end of the Project. 

 

5. Recommendations 

 

(1) From Lao evaluation team 

i) To ensure the ability of transfer knowledge to PAFO and DAFO officers of four provices. 

Training/seminar/workshop shoudl be organized by the Projectt at least one time before project 

termination. 

ii) In the remaining time of the project, all activities should be completed as PDM set up. 

iii) After termination of the Project, due to lack of budget, the Lao government will seek a budget including 

support from donors to maintain and disseminate the project activities. 

 

(2)From Japanese evaluation team 

i) In order to achieve the Overall Goal, the DOI should prepare an implementation plan and schedule of a 

post project plan by the end of the Project. 

ii) The DOI, with the support by the chief advisor/institutionalization, should assign the responsible 

officials and procedure on each step for finalization of the Guideline. 

iii) PAFO should secure budget for the existing model sites for further development of irrigation facilities. 

The Project Team should conduct the capacity building for the current CP personnel so as to transfer 

knowledge to PAFO and DAFO in other districts in Savannakhet Province and the three other provinces 

at least one time before project termination. The DOI should provide support to PAFO of these three 

provinces for understanding and budgeting of the participatory approach. 

 

6. Lessons Learnt 

 

(1) Under the circumstance in which the government agricultural extension body is still weak, the 

approach to give necessary advice at the interface between DAFO and farmers was more effective 

than the“cascade approach” in which Japanese experts train PAFO, and PAFO trains DAFO who then 

trains farmers. 

(2) For technical transfer, it is necessary to correctly assess the capacity of the implementing body in 

advance to avoid assuming that the implementing body does something what it cannnot do. 
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第１章第１章第１章第１章    終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の目的 

下記 5 点が終了時評価調查の目的である。 

 

（1）技術協力の開始から終了（調査時点）までのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 

Design Matrix：PDM）に照らし合わせた実績確認（活動、投入）、実施プロセスの検証 

 

（2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点からの総合的評価 

 

（3）プロジェクト終了時までに行うべきこと及びプロジェクト終了後に先方政府が行うべきこ

とに係る提言 

 

（4）促進・阻害要因の分析を通じたプロジュク卜からの教訓抽出 

 

１－２ 調査団の構成 

（1）日本側 

表１－１ 日本側評価団員 

担 当 氏 名 職位・所属 

団長/総括 島崎 和夫 JICA 農村開発部 技術審議役 

灌漑管理 吉田 正秀 農林水産省農村振興局 

協力企画 今井 裕明 JICA 農村開発部第一グループ第一チーム 

評価分析 寺尾 豊光 水産エンジニアリング（株） 

 

（2）ラオス側 

表１－２ ラオス側評価団員 

氏 名 職位・所属 

Mr. Chanthaneth SIMAHANO 
Team Leader, DDG of Planning and Cooperation Department 

/MAF 

Mr. Pasonexay INSISIENGMAY Acting Director of Planning and Cooperation Division/DOI 

Mr. Sisavanh CHANTHAVONGSA Deputy Director of Irrigation Section/PAFO 

Mr. Somekhit KAOYAHOUANG Senior Officer, DIC/MPI 

Mr. Vongsavanh VONGKAYSONE DD of International Cooperation Division/MAF 

Mr. Leokham VILAYVANH Planning and Cooperation Division/DAEC 

 

１－３ 調査日程 

本終了時評価調査は 2015 年 6 月 1 日から 6 月 19 日の間に実施された。調査日程の詳細を付属

資料 1．合同評価報告書 Annex 1 に示す。 
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第２章第２章第２章第２章    プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要 

 

２－１ プロジェクトの背景 

農林省（Ministry of Agriculture and Forestry：MAF）灌漑局（Department of Irrigation：DOI）は

灌漑施設の操作管理を含む運営管理に関する権利と義務を水利組合（Water Users Association：

WUA）/水利グループ（Water Users Group：WUG）（農民で構成された水管理グループ）に移譲･

移管する「灌漑施設管理移転（Irrigation Management Transfer：IMT）施策」を推進してきた。し

かし、ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）政府は WUA/WUG に技術的指導を行わ

なかったため、不効率な水配分、不適切な施設維持管理と改修など、さまざまな運営管理上の問

題が発生した。 

ラオス政府は灌漑農業戦略（2011～2020 年）により現行の伝統的農業形態から商業ベースの農

業への移行を目標に掲げ、WUA/WUG が施設利用に係る水料金を徴収できるようにした。しかし

ながら、同戦略においても①政府による市場情報の提供、②県農林局事務所（Provincial Agriculture 

and Forestry Office：PAFO）郡農林局事務所（District Agriculture and Forestry Office：DAFO）の市

場志向の農業に係る普及能力、③WUA/WUG の末端水路管理に係る技術能力など、④水料金の徴

収システムなどについて課題が生じている。 

Savannakhet 県をはじめとする南部メコン川沿いの地域は農業に適した地域であり、立地的に市

場の潜在性は高く、WUA/WUG の理想的な形態を確立するための高いポテンシャルがある。こ

れら背景に基づき、JICA 技術協力プロジェクト「南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農業振興プ

ロジェクト（Participatory Irrigated Agriculture Development Project：PIAD）」（以下、「本プロジェク

ト」と記す）は、①参加型による幹線水路と末端水路の整備、水管理グループへの指導、②

Savannakhet 県のモデルサイトにおける商品作物振興のための営農の改善などを通じ、県と郡の農

林事務所職員の能力向上と農民組織の強化などを図ることを目的とし、2010 年 11 月から 5 年間

の予定で開始された。 

 

２－２ プロジェクトの要約 

PDM（第 3 版、2013 年 7 月 12 日）などに従がってプロジェクトを要約すると以下に示すとお

りとなる。 

（1）案件名 

南部メコン川沿岸地域参加型灌漑農業振興プロジェクト 

 

（2）協力期間 

2010 年 11 月 29 日～2015 年 11 月 28 日（5 年間） 

 

（3）協力相手先機関 

農林省灌漑局、農林省農業普及・協同組合局（Department of Agriculture Extension and 

Cooperative：DAEC）、サバナケット県農林局事務所、サイプリ郡、チャンボン郡農林局事務

所、タサノ作物研究及び種子増殖センタ一 
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（4）プロジェクト対象地域 

Savannakhet（サバナケット）県の以下の 5 地区 

Champhone（チャンボン）郡 Kengkok Neua（ゲンコックヌア地区） 

Phonthone-Dong Gneng（ポントーン・ドンニェン地区） 

Gnot Huai Bak（ホワイバック地区） 

Xaibouly（サイプリ）郡 Tonhen（トンヘン地区） 

Somsa-ad（ソムサアード地区） 

 

（5）対象グループ 

農林省灌漑局、農業普及・協同組合局、サバナケット県農林局の灌漑・普及課の職員、チ

ャンボン郡及びサイプリ郡農林局の職員、モデルサイトの水利組織と農家：5 サイト、約 800

農家 

 

（6）上位目標 

南部メコン川沿岸地域の他の灌漑地域において参加型水管理による灌漑農業開発が促進

される。 

 

（7）プロジェクト目標 

サバナケット県において参加型水管理による灌漑農業開発のための政府職員、農家組織の

能力が強化される。 

 

（8）成果 

1）モデルサイトの参加型水管理による灌漑農業振興のための組織がサバナケット県事務所

と郡事務所で適切に機能する。 

2）モデルサイトにおける主要幹線水路や二次幹線水路が更新または改修され、末端水路の

建設がなされ、PAFO/DAFO、村役場の協力とともに農家組織によって適切に維持管理さ

れる。 

3）モデルサイトにおける農家組織化及び水路整備の進捗に応じ、モデル農家が市場のニー

ズに基づいたコメを含む商品作物の量と選択肢を広げることができる。 

4）モデルサイトにおいて参加型灌漑農業のための農家組織の運営管理能力が強化される。 

5）プロジェクト活動を通じて取りまとめられた参加型灌漑農業ガイドラインが県内外に周

知される。 
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第３章第３章第３章第３章    評価調査の手法評価調査の手法評価調査の手法評価調査の手法 

 

３－１ 調査手順 

終了時評価調査には、プロジェクト実績資料の確認、現地調査、カウンターパート要員・専門

家、受益者などの関係者とのインタビューが含まれた。以上の結果を踏まえ、OECD 開発援助委

員会（DAC）の評価 5 項目に基づく評価分析を行った。 

 

３－２ 評価項目 

評価項目は以下のプロジェクトの実績、実施プロセス及び評価 5 項目から構成される。 

（1）プロジェクトの実績 

PDM の達成指標などの内容及び活動計画（Plan of Operations：PO）に照らし合わせて投入、

成果及びプロジェクト目標についてプロジェクトの達成状況を検討した。 

 

（2）実施プロセス 

POで計画された工程に沿って活動が実施されたか、プロジェクトが適切に管理されたか、

プロジェクトの実施を促進・阻害した要因として何が挙げられるかなどを検討するため、本

プロジェクトの実施プロセスを確認した。 

 

（3）評価 5 項目 

本プロジェクトの評価に適用される評価 5 項目の各項目の定義は、表３－１のとおりであ

る。 

 

表３－１ 評価５項目の定義 

妥当性 

プロジェクトの上位目標やプロジェクト目標に、相手国や日本側の政策との整合

性はあるか、受益者の課題の解決になるかなど、援助事業の正当性•必要性を問

う視点。 

有効性 
プロジェクトの実施により、プロジェクト目標が達成され、受益者もしくは社会

への便益や課題が解決されたか（あるいはされ得るのか）を問う視点。 

効率性 
主にプロジェク卜のコストと成果の関係に着目し、投入資源が有効に活用されて

いるか、プロジェクト運営は的確になされたかを問う視点。 

インパクト 

プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や対象地域外

への波及効果（上位目標を含む）をみる視点。予期しなかった正負の効果•影響

も含む。 

持続性 
プロジュク卜が終了しても、プロジュク卜で発現した効果が持続する見込みはあ

るかを問う視点。 
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第４章第４章第４章第４章    プロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセスプロジェクトの実績と実施プロセス 

 

４－１ 投入 

2010 年 11 月以降のプロジェクト実施期間中の日本及びラオスによる投入は、以下に要約する

とおりである。投入の詳細内訳は付属資料 1．合同評価報告書 Annex 3 に示す。 

 

４－１－１ 日本側の投入 

（1）派遣専門家（2010 年 11 月～2015 年 4 月） 

計 6 名の長期専門家が派遣された。専門家の分野は、1）チーフアドバイザー、2）水管

理・末端水路整備、3）業務調整・研修計画である。加えて営農、水利組織強化などの分

野において、延べ 14 名の短期専門家が派遣された。 

 

（2）本邦及び第三国研修（2010 年 11 月～2015 年 3 月） 

プロジェクト開始以降計 44 名のカウンターパート要員が日本で行われた 15 件の研修コ

ースを受講した。また、24 名のカウンターパート要員が第三国で行われた研修を受講した。

受講者氏名と研修コース名を付属資料 1．合同評価報告書 Annex 3 に示す。 

 

（3）供与機材（2010 年 11 月～2015 年 11 月、予定を含む） 

プロジェクト活動において使用する機材として、コンピュータ、印刷機、ソフトウエア、

モータバイク、野外観測機器、水準器などが供与された。供与機材金額は供与予定の機材

を含み 30 万 9,110 米ドルである。 

 

（4）現地業務費の支出（2010 年 11 月～2015 年 3 月） 

プロジェクトの活動に伴って支出された現地業務費の金額は表４－１に示すとおりで、

2014 年度末現在で 104 万 2,000 米ドルが支出されている。 

 

表４－１ 現地業務費の支出 

日本会計年度 金額（米ドル） 

2010 60,000 

2011 299,000 

2012 190,000 

2013 253,000 

2014 240,000 

計 1,042,000 

 

４－１－２ ラオス側の投入 

（1）カウンターパート要員の配置 

実施機関によりプロジェクトの管理及び活動実施のため配置されたカウンターパート

要員は 50 名である。管理要員として、プロジェクト・ディレクター、プロジェクト・マ
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ネジャー及びプロジェクト・コーディネータが含まれ、他に 44 名の技術担当職員が配置

された。 

 

（2）ローカルコスト負担（2010 年 11 月～2015 年 3 月） 

ラオス政府が負担した運営経費は表４－２に示すとおりである。経費には灌漑施設の維

持管理費及びプロジェクト事務所の光熱水費などが含まれている。 

 

表４－２ ラオス側負担経費 

ラオス会計年度 金額（1,000Kip） 

2010 82,000 

2011 490,000 

2012 1,565,000 

2013 547,000 

2014 1,443,000 

2015 1,303,000 

計 5,429,000 

備考：端数処理のため合計は一致しないことがある。 

 

（3）建物・施設 

灌漑局（DOI）により専門家の執務スペースとして Vientiane 及び Savannakhet 市内の政

府機関敷地内に事務室と付帯施設が供与された。 

 

４－２ 成果 

PDM に示される規定の達成指標と本終了時評価調査で行ったサイト調査の結果に基づいて、成

果 5 件の達成状況の程度を確認した。その結果を以下に要約する。 

 

４－２－１ 成果 1 の達成状況 

成果 1 
モデルサイトの参加型水管理による灌漑農業振興のための組織がサバナケット県

事務所と郡事務所で適切に機能する。 

指 標 

1-1 PAFO、DAFO、農家が対話し、灌漑と営農の問題点を把握し協議することが

できる。 

 

1-2 DAFO が参加型工事と営農の計画、実施を調整したうえで提出された要請書

の数 

 

成果 1 は達成された。 

指標 1-1：Savannakhet 県内関係機関から構成するタスクフォースチームが設置され、3 カ月に

1 度及び必要があった時に PAFO のプロジェクト・マネジャーを議長として会議が開催され

た。灌漑担当と営農担当両方の DAFO 職員が、活動の実績報告とともに活動の問題点、実施



 

－7－ 

上の課題などを報告し、PAFO 職員はプロジェクトの年間活動計画などの説明などをすると

ともに、参加型工事、乾期作調査などの具体的な活動についてその実施方針などを計画した。

また、DAFO 職員から報告のあった問題点、課題などの対応を決める役割も果たした。会議

を重ねて DAFO 職員はパワーポイントを活用しながらプレゼン・説明する技術が上達するに

至った。最近は農家組織、あるいは農家リーダーの毎回の参加を得て、忌憚のない意見を述

べる場として、タスクフォースの会議は重要性を増している。またそのような意見を郡・県

レベルで同時に共有できる場としても重要で、関係者が問題点を把握し、協議解決する場と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ タスクフォースチームの構成図 

 

指標 1-2：2013 年 7 月の中間レビュー調査以降行われた 8 件の施設改修等工事のうち、全件の

8 件で農民参加型のプロセスを経た要請書が提出されている。各地区 1 件以上の要請書が提

出され、かつ、中間レビュー調査以降、全件で農民参加型のプロセスが踏まれており（農民

参加型ではない水路整備工事は行われておらず）取り組みの定着度も高いことから、指標 1-2

は達成されたといえる。要請書は、水路整備工事を行う際に水利組織から DAFO に提出され、

DAFO の事務所長から PAFO 宛て提出される手順をとっている。DAFO の組織内では灌漑担

当課（Unit）と営農担当課の了解取り付けがなされた後に提出されることとなっており、両

者の連携、調整がなされた結果として提出される。なお、プロジェクト開始前には、灌漑担

当課と営農担当課の連携、調整は多くはなく、また水利組織のニーズを汲み取る有効な手続

きもなかった。 

表４－３ 施設改修等工事の申請件数 

地区名 件数 

Kengkok Neua 1 

Phonthone-Dong Gneng 2 

Gnot Huai Bak 1 

Tonhen 2 

Somsa-ad 2 

合計 8 

 

県農林事務所

郡農林事務所 郡農林事務所

タスクフォースチームタスクフォースチームタスクフォースチームタスクフォースチーム

プロジェクト・マネジャー

灌漑部門 営農部門

灌漑担当 営農担当 灌漑担当 営農担当



 

－8－ 

４－２－２ 成果 2 の達成状況 

成果 2 

モデルサイトにおける主要幹線水路や二次幹線水路が更新または改修され、末端

水路の建設がなされ、PAFO/DAFO、村役場の協力とともに農家組織によって適

切に維持管理される。 

指 標 

2-1 PAFO 及び DAFO の職員が村役場と連携し農民参加型工事の調査、測量、設

計、費用積算、施工管理ができるようになる。 

 

2-2 可能な限り多くの農家が主要幹線水路、二次幹線水路の更新または改修、末

端水路の建設工事に企画から自発的に参加している。 

 

2-3 幹線水路及び末端水路の改修など参加型事業に関する PAFO、DAFO、村役

場、農家向けフィールドテストの合格者が 68 名になる。 

 

成果 2 はほぼ達成された。指標 2-1、2-2 は達成され、2-3 については、最新の目標値には達

していないものの当初目標値は達成している。よって、成果 2 はほぼ達成されたといえる。 

指標 2-1：これまでの活動を経て関係者の責任関係と実施手順への理解は進んでおり、PAFO、

DAFO、村役場で連携して参加型灌漑水路工事の調査、測量、設計、費用積算、施工管理が

行われているため、指標 2-1 は達成されたといえる。参加型工事の各段階においては、それ

ぞれの役割の下で PAFO/DAFO 職員、村役場及び水利組織などが密接に連携し、情報交換が

行われる必要がある。これらプロセスを通じた調査・設計を基にして、中間レビュー調査以

降において 10 件の工事積算書が作成されている。ただし、特に DAFO による設計積算の部

分については課題が残る。 

 

指標 2-2：2015 年 4 月までに実施した幹線水路、二次幹線水路の更新改修及び圃場内水路の新

設工事に、延べ 8,908 名（うち女性 2,215 名）が参加しており、指標 2-2 は達成されたといえ

る。参加型工事の実施を通じて、DAFO/PAFO 職員と水利組合の間で、実施の適切な方法に

ついて協議を重ねている。灌漑水路の重要性、水路維持の必要性などを十分認識している水

利組織は、積極的な参加をみせている。農家参加により平均 22％の工事費が節約できた。終

了時評価調査での農家へのヒアリングでは、以下のような発言が寄せられている。「以前は

灌漑施設の維持管理は政府の仕事、施設は政府のものと考えていた、研修やセミナーに参加

して灌漑施設は農家の責任と考えるようになった」。参加型事業のアプローチの主な段階を

付属資料 1．合同評価報告書 Annex 4 に示す。 

 

指標 2-3：第 2 回フィールドテストの結果、合格者が 32 名となり、残りの 36 名について引き

続き研修を行い、再テストを実施することとしていることから、指標 2-3 は達成される見通

し。フィールドテストは水路整備、維持管理、水管理に関する技術の理解度を測る目的で実

施。中間レビュー調査後のプロジェクト・マネジメント・ユニット（Project Management Unit：

PMU）会議において 68 名の受検者が選定され、68 名全員が合格することが目標とされた。

当初案では目標合格者数 26 名と設定されていたが、その後の PMU 会議で 68 名が目標合格

者数とされたものである。 
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４－２－３ 成果 3 の達成状況 

成果 3 
モデルサイトにおける農家組織化及び水路整備の進捗に応じ、モデル農家が市場

のニーズに基づいたコメを含む商品作物の量と選択肢を広げることができる。 

指 標 

3-1 土壌調査、営農類型調査、市場調査の結果を PAFO、DAFO が各自の業務に

活用するようになる。 

 

3-2 農産物市場のシステムを理解し、野菜などの農産物を円滑に販売するモデル

農家が 50 戸以上になる。 

 

3-3 収益性の高い主要栽培品目が 5 種類

*1
）

から 10 種類になる。 

*1）プロジェクト開始以前にみられた収益性の高い主要栽培品目 5 種類：コメ、トウモロコシ、トウガラシ、

キュウリ、ピーナッツ 

 

成果 3 は終了時までに達成される見込み 。指標 3-1、3-3 は達成されたものの、指標 3-2 に

ついては、プロジェクト終了まで引き続き取り組みが求められるため、成果 3 は終了時までに

達成される見込みといえる。 

指標 3-1：以下のとおり土壌調査、営農類型調査、市場調査の結果を PAFO、DAFO が各自のプ

ロジェクト活動（プロジェクト終了後は本来業務として継続されることが期待されるもの）

で活用しており、指標 3-1 は達成されたといえる。プロジェクト活動による土壌調査は、モ

デルサイトの土壌が痩せているという問題点をカウンターパートや農家に広く認識させた。

その結果、農家の土づくりの意向が非常に強くなり、PAFO がマニュアルを作成して入手可

能な有機資材などを用いた堆肥づくりなどを指導してきた。雨期は基本的に稲作以外の類型

がないため、営農類型調査は、年に１回乾期作の生産結果の把握を主な目的として、調査さ

れてきた。この調査には、農家の作物販売の価格と販売先などすなわち市場調査も含まれて

いる。2014 年 10 月に、調査結果を活用しモデル農家などとワークショップを開催した。そ

の結果からプロジェクトは 10 種類の栽培重点作物を選定している。 

 

指標 3-2：以下の整理に該当する農家数が 43 戸に達したものの、50 戸に達するためにはプロジ

ェクト終了まで引き続き取り組みが求められる。「農産物市場のシステムを理解し、野菜な

どの農産物を円滑に販売する」という指標の定義が不明なため、ここでは、モデル農家のう

ちで、「野菜販売が可能となり、売れ残りがない者」または「コメの単収が高く販売する者」

と定義し評価する。終了時評価調査のヒアリングによると、モデル農家では売れ残りはない

状況とのことなので販売農家は農産物市場のシステムを十分理解していると捉え、野菜また

はコメを販売するモデル農家の数の推移を確認した。野菜販売モデル農家数は、2014/15 年

には 34 戸に達した。また、他にコメの単収が高く販売する農家は 9 戸存在する。計 43 戸が

指標を達成している。なお、この 43 戸を含む 59 戸以上の農家が上述の 2014 年 10 月の市場

調査結果を活用したワークショップ研修などを受けており、今後のプロジェクト活動による

取り組みを通じて、指標に該当する農家数の増加が期待される。 

Savannakhet 県では、自給的な農業が色濃く残っており、終了時評価調査のヒアリングでも、
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約 50％のコメは自給用と答えた農家が多かった。上述のモデル農家も、コメの相当部分を自

家消費し、その傍ら副収入として地元市場向けの野菜生産を行うケースが多い。その一方、

最近に至り、商用作物の生産により軸足を置いた農家もいくつか生まれ始めている。 

例えば、本プロジェクトでは、雨期には雨をよけ、また乾期には強い陽光を避けながら野

菜を生産する「屋根掛け栽培」を 4 戸に導入した。雨期には雨量が多く栽培が不向きになり

野菜が品薄となる。屋根掛け栽培は、このような市場動向を踏まえて一定の投資を行う先端

的経営といえる。この 4 戸のうち、データ入手可能な 3 戸の記録（詳細は付属資料 1．合同

評価報告書 Annex 5 を参照）から、屋根に用いるビニールハウス構造の耐用年数が 5 年のと

ころ、半年～2 年で初期投資を回収でき、利益を得られることが示された。3 戸のうち、PTDN

地区のモデル農家ピンポン（Phimphone）氏は、ビニールハウスを当初の 2 棟から 6 棟に増

築しており、更なる増築を検討中であった。また、同氏の影響を受け、他に屋根掛け栽培に

着手する農家が同地区に 3 軒生じている。 

 

指標 3-3：指標にいう「主要高収益作物」の定義が不明確であるため、ここでは、単位面積（ha）

あたりの平均収支がプラスの作物、かつ 3 人以上の農家により販売されている作物を主要高

収益作物と定義し評価した。結果として 11 種類の作物が「主要高収益作物」として特定さ

れたことから、指標 3-3 は達成されたといえる（付属資料 1．合同評価報告書 Annex 6）。 

商用作物の生産・販売に備えるため設置されたスタディグループ（勉強会）は、2 名以上

の農家が互いの経験や情報をもち寄って栽培や販売の改善を行うグループであり、調査時点

までの間に計 29 設立され、延べ 141 名の農家が参加している（付属資料 1．合同評価報告書

Annex 7）。 

スタディグループの活動実績を次に要約する。コメと種籾については、種子選別、種子消

毒、幼苗一本植、除草器による除草による収量増加に取り組み、Savannakhet 県平均（4.44t/ha）

を上回る平均単収（4.7t/ha）を実現した。一般に Savannakhet 県の農家は、コメの自給を行っ

たうえで野菜などの商品作物を生産するため、商品作物生産振興のためには、コメの増収が

必要であるといえる。 

野菜については、もともと販売用の生産が行われていなかったことから、基礎的な栽培技

術が不足している状態だった。農家の技術レベルは、2014/15 年乾期作の取り組みでは、畑

作物一般に共通する土づくり（堆肥、石灰）、育苗・移植などの基本的技術の指導を行う段

階であり、個々の野菜に応じた技術を教えるレベルに達していない。 

以下の 2 点の理由で、商用作物の多様化の動きは将来も継続すると見込まれる。1 つには、

指標 3-2 でみたとおり、プロジェクト活動により先進的な野菜生産農家が育成されており、

周辺農家への波及が見込まれること。もう 1 つには、プロジェクトサイト全体の傾向として、

多品目生産が進行していることである。付属資料 1．合同評価報告書 Annex 8 によれば、

2010/11 年のベースライン時点と 2014/15 年時点のデータを比較可能な、34 戸のモデル農家

と 134 戸の一般農家において、野菜生産農家数及び作目数がともに増加していることが示さ

れている。 

スタディグループのなかには、農業収入を少額の副収入から家計の主要収入に発展させる

ため、生産組織化による契約栽培の導入を試行するグループもあった。あるサイトでは、民

間企業との 2013 年雨期のうるちコメの契約では、買い取り価格が非常に安く、誰も売らな
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かった。別の企業との 2013 年乾期のコメの契約では、支払いのなかった農家が生じた一方

で企業の方も農家に苦情を立てたといわれる。また、本プロジェクトの試行の 1 つとして、

2014/15 年乾期作で落花生の契約栽培を試みたが、参加農家数が不十分で契約ロットを確保

できず契約未成立となった。 

モデルサイトの契約栽培の試みにはこれまで成功事例は生じていない。しかしながら、プ

ロジェクト以前は、唯一 Somsa-ad（SSA）地区の種籾生産グループを除くと、農家が自発的

に生産部会を組織化する動きがなかったことを考えると、将来の生産者組織の基礎となり得

るスタディグループが築かれたことの意義は大きいといえる。 

 

４－２－４ 成果 4 の達成状況 

成果 4 
モデルサイトにおいて参加型灌漑農業のための農家組織の運営管理能力が強化さ

れる。 

指 標 

4-1 農家組織の規約

*1
）

が全農家組織で改善される。 

 

4-2 運営管理ができる

*2
）

農家リーダーが 20 名以上となる。 

 

4-3 水利組合が灌漑開発基金の歳入と歳出を適切にできる。 

*1）規約には組織図、TOR が含まれる規則書、会議記録が含まれる。 

*2）運営管理ができるリーダー：農家の課題や要望を取りまとめることができる、外部に課題と要望を発信で

きるなど。 

 

成果 4 は達成された。指標 4-1、4-2、4-3 ともに達成されており、成果 4 は達成されたとい

える。 

指標 4-1：5 つのモデルサイトのうち 4 つの水利組織の農民は規約の改正案を自ら検討し、2014

年の総会において組合員の了解を取り付けているころから、指標 4-1 は達成されたといえる

（なお、終了時評価時点では、残り 1 つのモデルサイト Gnot Huai Bak（HB）地区は政府直

轄管理の下に置かれており、農家組織による管理対象外であった）。以前は、組織の規約な

どについては一部の者を除いてその内容は全く把握されていない、もしくは規約書類自体が

見当たらないという状況であった。しかし、規約などを改正する取り組みに農家が自ら参加

することで、組織の規約の内容や重要性が多くの関係者の間で理解されるようになった。組

合員は、改正プロセスを通じて、規約の記載の重複を削り読みやすく意味のある規約に修正

する、監査の仕組みを新規導入するなど、規約を自らのものとして利用するようになった。 

 

指標 4-2：組織規約、財務会計及び参加型灌漑水路工事などの各種研修においては水利組織の

リーダー、役員を中心に能力強化が図られた。2015 年 2 月にはリーダー研修も実施され、25

名の水利組織の役員などがリーダーとして育成された。これら研修により、水利組織の組織

としての姿勢が改善するとともに、配水などの水利組合運営が改善している。よって指標 4-2

は達成されたといえる。 

研修後のアンケート調査では、関係者間の民主的な合意形成手法や、組織だって仕事をす

ることの重要性など学び、今後の運営管理に生かしていきたいという前向きな姿勢が参加者
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全員から表明されている。また、終了時評価調査のヒアリングで得た水利組織代表の話では、

PTDN 地区において参加型事業が導入されたあと、水利費の徴収率が 5 割から 9 割程度に増

加したとのことあった。農家からは、灌漑が改善されて灌漑地区内の配水面積（農家が十分

な配水を受けたと感じる面積）が増えた結果、農家が水利費を支払うようになっているとの

説明がなされた。 

 

指標 4-3：この指標にいう、灌漑開発基金（Irrigation Development Fund：IDF）の出納ができる

とは、水利費を徴集し、水利費を適切に管理運用できることを意味している。これまでの水

利組織強化の活動では、財務会計分野において研修を繰り返すとともに、新たな様式及びマ

ニュアルを作成導入し、さらに現行の規約を改善して会計監査の導入などが進められた。こ

れらの活動を踏まえ、2014 年度にはモデルサイトの 4 つの水利組織において会計報告書が作

成されるとともに組合員の総会において収支を含む会計報告が行われた。このように水利組

織おいては従来の管理が改善され、より適切な管理が行われている。よって指標 4-3 は達成

されたといえる。なお、2014/15 年乾期作後の灌漑開発基金の徴収管理状況を確認し、さら

に改善を図ることが計画されている 。 

 

４－２－５ 成果 5 の達成状況 

成果 5 
プロジェクト活動を通じて取りまとめられた参加型灌漑農業ガイドラインが県

内外に周知される。 

指 標 
5-1 参加型灌漑農業ガイドライン案を理解する関係者が増える。 

5-2 ガイドラインが承認される。 

 

成果 5 は終了時までに達成される見込みである。指標 5-1、5-2 ともに、終了時評価以降の時

期に活動を予定しており、終了時評価時点では、プロジェクト終了までに完了するペースで進

捗しているため、成果 5 は終了時までに達成される見込みといえる。 

指標 5-1：以下のとおり、指標 5-1 は終了時評価時点で未達成であるが、プロジェクト終了ま

でに達成見込みといえる。ガイドラインの策定プロセスを通じて、本プロジェクトのカウン

ターパート要員だけでなく、Savannakhet 県の他の職員、農林本省の灌漑局（DOI）や、メコ

ン川南部地域の 4 県（Kammouane、Savannakhet、Salavan 及び Champasak 県）に対して、PIAD

のガイドライン案が提示される予定である。これによりガイドラインの理解が広く促進され

ることになる。2015 年 6 月前半時点で DOI 及び PAFO がドラフトを作成中で、その後、6

月下旬モデルサイトで導入のためのワークショップ、7 月に Savannakhet 県、9 月に 4 県を対

象として順次ワークショップが開催される予定である。PAFO は、ガイドラインのような文

書をこれまで作成した経験を有していないものの、DOI及び日本人専門家の指導の下で、2015

年 2 月以降ほぼ毎週、これまでのプロジェクトの経験と活動の文書化を行っている。 

 

指標 5-2：以下のとおり、指標 5-2 は終了時評価時点で未達成であるが、プロジェクト終了ま

でに達成見込みといえる。2015 年 6 月下旬以降に、モデルサイト及び関係県での政府職員向

けのワークショップが順次実施される見込みである。このあと、9 月までに最終案を作成す
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ることにより 2015 年 11 月には農林大臣によるガイドラインの承認が期待される。 

 

４－３ プロジェクト目標の達成状況 

プ ロ ジ ェ

クト目標 

サバナケット県において参加型水管理による灌漑農業開発のための政府職員、農

家組織の能力が強化される。 

指  標 

1. 参加型水管理による灌漑農業開発に必要な指導を農家組織に対してできる政

府職員の組織としての基準達成値の平均値が 8 割以上になる。 

 

2. 参加型水路維持管理ができる水利組合がモデルサイトに１つ以上できる。 

 

3. 収益性の高い作物の生産に取り組む生産部会がモデルサイトに 5 つ以上でき

る。 

 

プロジェクト目標は終了時までに達成されると期待される。指標 1、2 については、達成さ

れており、指標 3 については、プロジェクト終了時までに達成が期待される。 

指標 1：参加型灌漑農業開発に必要な指導項目を現行の活動を基本に整理したうえで能力評価

表が作成された。この評価表を用いて、Savannakhet 県 PAFO 及び 2 つの DAFO の関係職員

の能力評価が PAFO 次長及び DAFO 灌漑及び普及ユニットの長により実施された。結果は表

４－４のとおりで評価結果の平均はほぼ 80％に相当する ことから、指標 1 は達成された。 

 

表４－４ 能力評価の結果 

PAFO Champhone DAFO Xaibouly DAFO 

評価 ％ 評価 ％ 評価 ％ 

3.89 77.8 3.89 77.8 3.95 79.0 

備考：能力評価表の内容は、実施機関である PAFO 次長及び 2 つの DAFO の各ユニット

の長にその組織内の職員の能力を尋ねるもので、具体的には、各成果（1～5）ごとに

10 種類の能力を問う質問を行い、その能力を有する職員の氏名の記載を求め、職員

の能力を 5 段階評価で問う。 

出所：Savannakhet 県 PAFO、2015 年 6 月 

 

能力評価項目の例 

（1）現地踏査を行い、水利施設が抱える問題点などを把握することができる。 

（2）独自で水準測量を行うことができる（データ整理を含む）。 

（3）調査結果に基づいて工事設計や数量積算ができる。 

（4）現場において水路整備工事に関する指導・問題解決ができる。 

 

指標 2：プロジェクト開始以降 2011/12 年から 2014/15 年まで、4 期にわたって繰り返し参加型

による水路整備工事の実施が行われた。表４－５にサイト別の工事件数と農家が労力を提供

した人日などを示す。2015 年 4 月までに実施した幹線水路、二次幹線水路の更新または改修

及び圃場内水路の工事に延べ 8,908 名（うち女性 2,215 名）が参加している。詳細は付属資
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料 1．合同評価報告書 Annex 9 を参照。 

 

表４－５ 参加型工事の実績 （2011/12 年～2014/15 年） 

 PTDN KKN HB TH SSD Total 

工事件数 8 5 9 6 3 21 

労力（人日） 1,675 667 912 4,431 1,223 8,908 

面積* 286 106 208 582 160 1,342 

*：修復により水管理の改善をみた灌漑面積（単位 ha） 

 

このような現状に対して、PIAD 開始当初のころは、農家の現状は「年 1 回（乾期の灌漑開

始前）に水路清掃を実施」する程度であったといわれる（土井短期専門家、2011 年 12 月）。参

加型維持管理を実現する基本条件は農家を水利組織の下に統一する組織力であり、プロジェク

ト活動を通じてその組織力が醸成された結果として、表４－５の実績が達成されたと評価する。

維持管理能力になお多少の相違はみられるものの 5 つのサイトの水利組織はともに参加型維持

管理を実現する条件を備えるに至った。よって、指標 2 は達成されたといえる。 

本終了時評価調査による農家へのヒアリングでは、「以前は灌漑施設の維持管理は政府の仕

事、施設は政府のものと考えていた、今回の指導で灌漑施設は農家のものと考えるように責任

と当事者意識をもつようになった」という発言が寄せられているように、改修工事への参加や

水利組織の機能向上の取り組みを通じて、農家の灌漑施設に対するオーナーシップの高まりが

生じている。 

 

指標 3：終了時評価時点ではプロジェクト前から存在する種籾などの生産部会が数件あるのみ

で、プロジェクト活動を通じて育成しようとした「収益性の高い作物の生産に取り組む生産

部会」はみられなかったため指標は未達成であった。しかし、生産部会の立ち上げに向け、

5 つのサイトに 29 のスタディグループ（経済的な実態のない勉強会だが、将来は経済的な実

態を伴う生産部会に移行することが期待される母体）が設立され、収益性の高い作物の生産

を準備している。2014/15 年乾期作及び雨期作の生産状況と活動内容などを踏まえて、生産

部会に移行するスタディグループが出ると予見されることから、指標 3 は、プロジェクト終

了までに達成される見通し。 

 

４－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標 
南部メコン川沿岸地域の他の灌漑地域において参加型水管理による灌漑農業開発

が促進される。 

指 標 

1. 「参加型灌漑農業開発のためのガイドライン」がプロジェクトが作成した分野別

の各種マニュアルと併せて 4 県

*1
）

の 12 郡の「総合灌漑農業開発計画」において、

参照、添付される。 

 

2. 参加型水管理による灌漑農業開発の取り組みが南部メコン川沿岸地域でなされ

ている。 

*1）ここにいう 4 県とは、Kammouane、Savannakhet、Salavan 及び Champasak 県を指す。 
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本終了時評価調査を通じて、合同評価調査団はプロジェクト終了後に上位目標が達成されるた

めに必要な条件は何か討議をした。ラオス側調査団員から以下の事項が条件として挙げられ、合

同評価調査団により、これらの事項は上位目標達成のための必要条件と特定された。 

（1）プロジェクト期間中に「参加型灌漑農業開発のためのガイドライン」を完成し農林省の承

認を得ること。 

 

（2）上記のガイドラインを用いて、4 県の PAFO 及び DAFO 職員への普及を担う講師育成に係

る能力強化を行うこと。 

 

（3）参加型事業及び商用作物生産について、農家、特に水利組織及び生産部会の意識発揚と理

解促進を図ること。 

 

４－５ 実施プロセス 

（1）2010 年の開始以降 2015 年の終了時評価調査時点までに、本プロジェクトは、PAFO、DAFO、

村及び水利組織の協力の下で、5 カ所のモデルサイトで参加型による灌漑施設の修復工事を行って

きた。労力提供により工事に参加した農家数は合計 8,908 人日にわたる。また、この間に開かれた

説明会は、営農研修や水利組織強化活動の説明会を含めると、100 回あまりに達し、延べ 2,262 名

が参加している。 

 

（2）繰り返し実施された参加型事業を通じて、労力提供など農家の負担を含む事業を行うには

（実施主体となる）農家組織の役割が不可欠と判明した。プロジェクト活動に含まれていた

水利組合の組織強化はこの必要性によく合致していた。特に 2013 年 2 月にすべての

WUA/WUG を招き実施された中間レビュー調査に向けた合同ワークショップ、及び 2013 年

11 月以降本格化した水利組織の強化活動の実施が契機となり、農家のコミットメントを引き

出すことに成功した。これが高い程度の農家参加を可能にしたと考えられている。また同時

に、計画段階から行われた PAFO、DAFO 及び村の役員を含む異なったレベルの関係政府機

関の連携支援及び DAFO 職員の度重なる村への訪問によっても参加型事業への理解が促進

された。 

 

（3）プロジェクトの工事実績に基づき、農家参加の程度を労務無償提供の人日数で表し、これ

を機会費用

1
として、PIAD 負担の資材費などの工事費に対する比率を推算した資料がプロジ

ェクトにより作成されている（表４－６参照）。建設機械投入の有無や多少など、年により

工事の内容が異なるので、そのまま比較できないが、PIAD 負担工事費に対する機会費用の

割合が高いことは農家参加の程度がおおむね高いことを示す。そのようにみると、高い程度

の農家参加が 2014/15 年に示されていることが分かる。同年は参加員数も群を抜いて高い。

上述のような「契機」となった活動を勘案すると、参加の程度を高めるには何よりも水利組

合の組織強化が必要であったと専門家グループはみている。今後他県・他郡に PIAD の技術

を広めて行くうえで、この実施プロセスが示唆するところは大きい。 

                                                        
1 機会費用：同じだけの人日数を有償労働に費やした場合に得られる労働対価を示す。 
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表４－６ モデルサイト 5 カ所の工事費用の推移（単位：100 万 Kip） 

ラオス会計年度 労務提供（人日） 機会費用（A） PIAD 負担工事（B） A/（A＋B）（％） 

2011/12 1,821 51 448 10 

2012/13 1,631 56 158 26 

2013/14 1,021 35 396 8 

2014/15 4,435 178 359 33 

備考：2011/12 年の PIAD 負担工事が大きい値となっている。これは 2011 年の洪水被害の緊急修復工事を含んで

いるためである。 

出所：PIAD、2015 年 6 月（2011/12 年の PIAD 負担額には推計を含む） 

 

（4）他ドナー案件との連携が得られた事例として次の 2 件が報告されている。4 カ所のモデル

サイトのポンプの故障により問題に直面した際に、同じく Savannakhet 県で灌漑施設復旧の

ため実施されている世銀のメコン川統合水資源理計画（MIWRMP）と相乗効果をねらって

2013 年 9 月に覚書が交換され、世銀プロジェクトにより 2015 年 3 月までにモデルサイト 2

カ所において故障品が新品ポンプ 3 台と交換された。調査時点においてはもう 1 台が据え付

けされる予定であった。水利組織強化のためのワークショップが合同で開催され、また時に

応じて情報交換のため会議ももたれている。一方、商用作物栽培促進のため、国際農業開発

基金（International Fund for Agricutural Development：IFAD）及びアジア開発銀行（Asian 

Development Bank：ADB）が支援する天然資源管理生産性強化プロジェクト（SNRMPEP）と

の連携も行っている。SNRMPEP による成功事例がみられるサイトに PIAD のモデル農家の

研修ツアーを開催し、その結果モデル農家は自ら新技術を観察し、先進農家と話す機会を得

て、商用作物栽培への新たな意欲をもつに至ったといわれる。 
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第５章第５章第５章第５章    評価評価評価評価 5 項目による分析項目による分析項目による分析項目による分析 

 

５－１ 妥当性：高い 

ラオス政府は第 7 次 5 カ年計画（2011～2015 年）で、農業（林業を含む）を経済セクターの 1

つとして位置づけられ、開発の方向性として、農林業セクターの一層の集約化、食料安全保障の

確保と商品作物生産の振興をめざすとしており、農業の生産基盤となる灌漑施設の維持管理の仕

組みを改善する本プロジェクトの取り組みの妥当性は高い。 

灌漑法（2013 年 6 月）は、灌漑事業の調査から維持管理までの灌漑局、PAFO、DAFO 及び水

利組織の役割を明文化している。なかでも、PAFO は中小規模灌漑の新規建設における技術的な

調査、設計、施工管理に関する責任、また DAFO は全規模の灌漑施設の維持管理及び利用に関す

る監督責任と、所掌が明記されるなど、PAFO と DAFO の担うべき役割が重要性を増している。

本プロジェクトは関係組織の強化を行い、参加型灌漑施設維持管理（Participatory Irrigation 

Management：PIM）または参加型事業を実現可能にするプロセスの開発をめざしており、灌漑法

の円滑な施行に資するものである。 

Savannakhet 県はコメ増産を図る 2 つの重点県のうちの 1 つである。DOI は本プロジェクトを参

加型事業の最初のモデルであると認識しており、本プロジェクトを通じ得た実務経験を

Kammouane、Salavan 及び Champasak 県などの他の南部メコン川沿い地域に普及することを意図

している。 

PAFO と DAFO 職員は、灌漑法で定められた役割を果たすため、灌漑建設の調査、設計から運

営管理までの技術的能力及び WUA/WUG など農家組織の組織運営を改善する能力を習得する必

要がある。本プロジェクトでは政府職員と農家組織の双方の能力強化を目的に含んでおり、以上

のニーズとの整合性が高い。 

 

５－２ 有効性：高い 

成果 3 と成果 5 の指標が終了時までに達成されることにより、プロジェクト目標も達成される

見通し。本プロジェクトの目的は、政策で求められている参加型による施設維持管理を、実現化

することであった。そのために関係政府組織及び農家組織の能力強化が焦点となり、また活動に

は、参加型事業の実施、商品作物の栽培促進、水利組織の強化が含まれた。参加型事業の実現に

は、なかでも農家が協調した行動をとることが必要で、そのためには、水利組織の組織強化が欠

かせぬものであったと考えられる。本プロジェクトには成果の 1 つに水利組織強化が含まれてお

り、これが主たる活動となったことがプロジェクトの有効性を高めた。目標達成のうえで正しい

アプローチであったと評価される。 

 

５－３ 効率性：中程度 

計画に沿って実施できなかった活動があり、また達成の遅れている成果もみられるため、本プ

ロジェクトの効率性は高いとはいえない。成果 3 の下の営農関連の活動実施に向けて長期専門家

の配置が予定されていたが派遣は実現できなかった。そのため、代わりに短期専門家が派遣され

努力が重ねられたが、関連活動の実施が遅れた。また、2011 年の大規模な洪水でモデルサイトの

灌漑施設が被害を受け、本プロジェクトの投入資源を一次水路及び二次水路などの緊急復旧に用

いざるを得なかったことにより、関連活動の実施（農民組織強化など）が遅延した。しかし、こ
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れらによる遅れがその後、取り戻されたことは注目に値する。成果 3 と成果 5 以外の成果は達成

されており、成果 3、成果 5 も終了時までに達成する予定である。 

特に、農家の信頼を獲得し延べ 8,908 名に達する農家の労力投入を実現できた事実に示される

ように、本プロジェクトは予定された投入により一定の達成を成し得た。 

 

５－４ インパクト：中程度 

本プロジェクトの上位目標は、プロジェクト活動を通じて開発された「参加型灌漑農業開発の

ためのガイドライン」が南部メコン川沿いの Kammouane、Salavan 及び Champasak 県へと適用さ

れることで達成される。灌漑法（2013 年）において、農家組織への灌漑施設管理移転（Irrigation 

Management Transfer：IMT）施策に代わり、政府と農家組織の双方による共同管理（co-management）

の必要性と参加型アプローチが明記されたことにより、ガイドラインの重みが増している。本プ

ロジェクトによるガイドラインの準備段階を通じて、他の 3 県の意識発揚と関心醸成を行うこと

で、これら 3 県がガイドラインを採用することが見込まれる。よって、上位目標は達成される見

込み。 

プロジェクト期間中ではあるが波及効果は発生している。PAFO・DAFO・水利組織などの能力

向上により、延べ 8,900 名あまりの農家が参加型灌漑施設修理・建設事業に参加し、合計 1,300ha

の耕地の水管理が改善された。その結果生じた生産増加によって、対象 2 郡における 5 サイトの

農家の生計向上が見込まれる。 

 

５－５ 持続性：中程度 

（1）政策的側面 

2013年に公布された灌漑法では灌漑運営管理に係る PAFOと DAFOの役割が明記されたこ

とから、 本プロジェクトの中核的実施機関というべきこれら 2 つの機関の参加型灌漑維持

事業の促進に係る重要性は増している。すなわち本プロジェクトが採用した両機関に重点を

置くアプローチに対し政策支援が継続される見込みは高い。以前は多くの灌漑区が適切な修

理・更新工事がなされないまま放置されていた。参加型事業は工事経費が少なく保守工事を

進めるうえで有効であり、この点においてラオス政府の継続的な支持を得ている。一方、参

加型事業には欠点もある。参加型事業は、乾期前など農繁期以外の限られた時期に農家（1

灌漑区あたり 200～300 名程度）が労力を投入できるような工事規模に限定される。すなわ

ち、大規模工事が可能な企業への発注と比べると、一定量の工事に対してより長い工期を要

する。 

 

（2）組織制度的側面 

今回の参加型水管理（PIM）の実施促進により、Savannakhet 県及び対象 2 郡の関係職員の

みならず、DOI にも参加型灌漑事業に係る知識と経験が蓄積されている。このように多様な

機関が関与したことで、知見と経験の組織的な持続性が確保されたといえる。また、南部メ

コン川沿いの 3 県で適用されることなる「参加型灌漑農業開発のためのガイドライン」も作

成される。ガイドラインの適用が 3 県に拡大されることにより組織的持続性は更に高まるこ

とが期待される。ただし、上記展開を実現するためには、DOI の調整を通じて、これら 3 県

の関係機関の実施能力がラオス政府により向上されることが必要であるため、本項目が持続
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性に与える影響は中程度。 

 

（3）技術的側面 

本プロジェクトでは地元で入手可能な資材を利用するなど、低コストかつ簡易な技術によ

る水路建設を導入しており、農家は繰り返し訓練を受けることで実践技術を習得している。

また、プロジェクトは、農家の受容能力に応じて、移転すべき作物栽培の知識と技術の選定

を行ってきた。 

また、政府職員の技術について、PAFO に加え、プロジェクト対象の 2 カ所の DAFO 職員

について、設計、積算などの一定の知見が蓄積されている。 

プロジェクト終了後もモデルサイトにおいて活動を継続することによりこれら、農家及び

政府職員に蓄積された技術資産を持続させることができる。プロジェクト終了後の活動継続

のための予算措置については不確実性が残るが、PAFO 及び DAFO の関係職員は活動継続へ

の努力の必要性をよく認識しており、本項目が持続性に与える影響は中程度。 

 

（4）財務的側面 

ラオス政府の国家食糧安全保障計画（2015～2025 年）が間もなく開始されようとしている。

本計画は首相府により主導されるもので毎年 1,000 億 KIP（約 1,250 万米ドル）の予算をもつ

といわれる。Savannakhet 県は 10 カ所の重点県の 1 つに選定されており、同計画の予算配賦

が行われる。この予算は参加型事業アプローチに必要な資材調達に充当することが可能であ

る。同計画の予算を用いることにより財務的持続性の確保が期待できる。ただし、燃油費や

日当のような経常予算については、県政府は毎年の予算要求において増額を得ることが求め

られる。ただし、新規予算であり予算配賦実績がなく、予算措置については不確実性が残る

ため、持続性に与える影響は中程度。 
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第６章第６章第６章第６章    結論結論結論結論 

 

本プロジェクトは、高い妥当性と有効性をもち、効率性も中程度を確保したうえで、インパク

ト、持続性について、不確実な要素が残るものの好材料もあり中程度と見込まれることから、総

合評価として、プロジェクトがその目的を十分に果たしたものと判断する。本プロジェクトは予

定どおり 2015 年 11 月に終了することが妥当と考える。 

本プロジェクトは、中間レビュー調査時点において変更された PDM 及び PO に沿って実施さ

れており、予定の活動はほぼ実施された。参加型事業のアプローチが導入され、農家によりよく

理解されるところとなり、また水利組織による水路改修工事の取り組みは活発なものとなった。

PAFO 及び DAFO 職員の参加型手法の能力は向上した。普及分野についてもモデル農家を中心に

勉強会が組織されている。営農分野の長期専門家の配置のように投入や活動の一部は計画どおり

には実施されなかったものがあり、またガイドラインも終了時評価調査の後に完成が予定される

こととなったものの、以上の状況のなかで、プロジェクト目標は終了時までに達成されると期待

できる。 
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第７章第７章第７章第７章    提言及び教訓提言及び教訓提言及び教訓提言及び教訓 

 

７－１ ラオス側評価調査団の提言 

（1）4 県の PAFO 及び DAFO 職員への技術移転を確保するために、本プロジェクトは、終了時

までに少なくとも 1 回は、研修、セミナー、またはワークショップを実施すること。 

 

（2）残りの期間中に PDM で計画されているとおり全活動の実施を完了すること。 

 

（3）プロジェクトが終了したあとは、プロジェクト活動の維持と普及のために、ラオス政府は

援助機関からの支援を含み必要な予算措置を追及すること。 

 

７－２ 日本側評価調査団の提言 

（1）上位目標は、本プロジェクト終了 3 年後に達成すべき目標であるが、実施にあたっては、

実施計画の策定、対象地区の選定、必要な予算の確保を行うとともに、参加型のための水利

組織の育成、調査、計画、設計、施工、維持管理などの実施に長期間を必要とすることから、

DOI は、本プロジェクト終了までに具体的な実施手順及びスケジュールを決定しておく必要

がある。 

 

（2）成果５のガイドラインの策定及び承認手続きについては、今後、各種説明会やワークショ

ップを経て、2015 年 11 月までに農林省の承認を得ることとしている。しかし、本ガイドラ

インは、参加型水管理普及の基盤となるものであることから、DOI の強いコミットメントの

下、本プロジェクト期間中にこれらの手続きが確実に完了するようにするとともに、ガイド

ラインの実地への適用可能性を確保することが必要である。そのため、DOI は、チーフアド

バイザー/制度化の支援の下、ガイドライン策定の各段階の責任者や実施主体を明確にし、策

定プロセスを推進する必要がある。 

 

（3）本プロジェクトで確立された参加型手法による PIAD モデルの普及にあたっては、以下の

3 区分に分けて、その実施に対応する必要がある。 

1）モデルサイトでの実施を通じて既に技術や手法を習得したサバナケット（Savannakhet）

県チャンボン（Champhone）郡及びサイプリ（Xaibouli）郡内における普及（モデルサイト

での更なる実施を含む） 

2）南部メコン川沿岸部の 3 県（Kammouane、Salavan 及び Champasak 県）並びに Savannakhet

県内の他の郡における、PAFO 及び DAFO 職員に対して技術移転を行ううえで必要となる、

Savannakhet 県 Champhone 及び Xaiboul 郡関係職員の能力向上 

3）新たに実施する他の郡や県での普及 

1）での普及にあたっては、既に PAFO、DAFO 職員が技術、手法を習得し、実施体制も

整備されていることから、必要な予算の確保を行い、早急に新たな地区に着手する必要

がある。また、モデル地区として実施した地区についても、残りの灌漑施設の整備*を

進め、持続性の確保を図る必要がある。 

＊

所要予算の推計については付属資料 1．合同評価報告書 Annex 10 を参照。 
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2）の段階では、プロジェクト終了時までに少なくとも 1 回は、能力向上のための活動が

プロジェクト・チームにより実施されることが必要である。 

3）の段階では、予算配分権限が県政府にあることから、DOI は南部メコン川沿岸部の県

政府に対してガイドラインを用いて PIAD モデルの普及を行うことが必要である。各県

の関心を醸成したあとに、DOI は同県に対し予算措置や実施計画の準備のための支援を

行うことが求められる。また、Savannakhet 県の PAFO は、他県の求めに応じて参加型事

業の経験を共有すること、また Champhone 及び Xaiboul 郡 DAFO は、PAFO の求めに応

じて Savannakhet 県内や他県の DAFO に対してその経験・知見を共有することが必要で

ある。 

 

７－３ 教訓 

（1）ラオスにおける本格的な参加型灌漑管理（農民施工を含む調査、計画から施工、維持管理

まで農民が参加）の実践は、初めてのこともあり、当初段階は、参加型事業への十分な理解

が得られず困難に面することもあった。当初は「カスケード方式」により、専門家が PAFO

職員を、PAFO 職員は DAFO 職員を訓練し、DAFO 職員が参加事業を実施する計画であった

が、DAFO 職員のみでは農家の十分な理解を得ることが困難であった。プロジェクト後半段

階では、PAFO の協力を得たうえで、専門家による DAFO への直接支援を開始し、村のリー

ダーとの連携を通じて、農家の関与を促進し、農家への説明と実践活動が繰り返し行われた。

このようにして DAFO 職員に対する実践訓練が進捗し、また農家の参加、水利組織の改善及

び生産部会の組織化が促進された。行政の普及機能が不十分な状況においては、DAFO と農

家の間の接点に対して、プロジェクトによる柔軟な対応により経験者の助言が適切に与えら

れたことが有効であったといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜不成功だったアプローチ＞                           ＜成功したアプローチ＞ 

 

図７－１ 行政と農家の接点へ働きかけるアプローチ 

 

  

PAFO PAFO 中心となる支援 

DAFO (研修済みだ

が未経験) 

DAFO (研修済みだ

が未経験) 

中心となる支援 

農家 (参加型管理

の知見・経験なし) 

農家 (参加型管理

の知見・経験なし) 

助言 

助言 

訓練 訓練 
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（2）当初、DAFO が主体となり、調査、設計、費用積算、施工管理までの実施を担い、PAFO

が必要に応じた支援を行うことが想定されていた。しかし、DAFO の灌漑担当職員は 4 名程

度と少なく、これまでほとんど経験がないこともあり、設計及び費用積算などの業務を、

DAFO が独自で実施することは困難な状況であることがプロジェクト開始後に明らかとなっ

た。このため、プロジェクト実施段階で、PAFO が技術面で DAFO の業務を補うなど調整が

図られた。このように、円滑なプロジェクト実施のためには、実施機関に対し事前に綿密な

能力チェックを行い、当該実施機関の実施能力を十分に把握し、活動計画を作成する必要が

あること、また、経験や発展段階を踏まえ、実施面での対応を柔軟に行うことが必要である

といえる。 

 



付付付付    属属属属    資資資資    料料料料    

 

１．合同評価報告書（含むPDM） 
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